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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第１期 第２期 第３期 第４期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

売上高 (百万円) 122,698131,442134,746152,388

経常利益 (百万円) 676 1,334 1,429 1,803

当期純利益 (百万円) 647 744 1,002 871

包括利益 (百万円) ― 849 1,026 947

純資産額 (百万円) 5,253 6,030 6,972 7,774

総資産額 (百万円) 48,646 54,193 55,297 63,019

１株当たり純資産額 (円) 435.96 500.90 579.73 651.92

１株当たり当期純利益金額 (円) 54.32 62.51 84.13 73.15

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 10.7 11.0 12.5 12.3

自己資本利益率 (％) 13.6 13.3 15.6 11.9

株価収益率 (倍) 4.1 5.0 4.2 9.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,557 1,472 322 1,324

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 265 230 △375 △489

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △6,018 618 △1,242 △920

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 8,466 10,787 9,491 9,405

従業員数
〔ほか、平均臨時雇用者数〕

(名)
833

〔182〕
786

〔122〕
827

〔128〕
1,020
〔138〕

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　従業員数は就業者数(出向者数を除き受入出向者数を含む。)にて記載しております。

４　当社は、平成21年10月１日に単独株式移転により設立されたため、それ以前に係る記載はしておりません。

５　第１期連結会計年度の連結財務諸表は、単独株式移転により完全子会社となった株式会社ジューテックの連結

財務諸表を引き継いで作成しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第１期 第２期 第３期 第４期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

営業収益 (百万円) 602 1,700 1,640 1,694

経常利益 (百万円) 74 552 392 243

当期純利益 (百万円) 39 486 353 230

資本金 (百万円) 850 850 850 850

発行済株式総数 (株) 11,971,35011,971,35011,971,35011,971,350

純資産額 (百万円) 4,097 4,512 4,782 4,929

総資産額 (百万円) 4,685 4,799 5,011 5,234

１株当たり純資産額 (円) 343.93 378.72 401.40 413.76

１株当たり配当額
(内、１株当たり中間配当額)

(円)
(円)

3.00
(―)

7.00
(3.00)

7.00
(3.00)

7.00
(3.00)

１株当たり当期純利益金額 (円) 3.34 40.80 29.68 19.36

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 87.5 94.0 95.4 94.2

自己資本利益率 (％) 1.0 11.3 7.6 4.7

株価収益率 (倍) 66.5 7.7 11.9 33.9

配当性向 (％) 89.8 17.2 23.6 36.2

従業員数
〔ほか、平均臨時雇用者数〕

(名)
82

〔20〕
84

〔10〕
93

〔14〕
111
〔14〕

(注) １　営業収益には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　従業員数は就業者数(出向者数を除き受入出向者数を含む。)にて記載しております。

４　当社は、平成21年10月１日に単独株式移転により設立されたため、それ以前に係る記載はしておりません。
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２ 【沿革】

大正12年９月 ベニア専門のベニア商会を開業。

昭和27年９月 株式会社ベニア商会に組織変更。

昭和44年11月株式会社ベニア商会を日本ベニア株式会社に商号変更。

平成11年５月 株式会社クワザワ、越智産業株式会社と三社業務提携を締結。

平成12年１月 株式移転により日本ベニアホールディング株式会社（平成12年９月　日本ベニア興産株

式会社に商号変更）を設立。

平成12年11月店頭売買有価証券として日本証券業協会へ登録。

平成13年11月日本ベニア興産株式会社が新設分割型会社分割により日本バリュー株式会社を設立。

平成14年３月 日本ベニア興産株式会社を吸収合併。

平成14年10月丸長産業株式会社（横浜市神奈川区）と合併し、同社の子会社５社が子会社となる。

株式会社ジューテックに商号変更。

平成16年１月 株式会社ヤマキ（東京都港区）と合併。

平成16年４月 ＤＩＹ卸売事業強化のため、株式会社サンウッドナカムラ（愛知県名古屋市　平成16年７

月　株式会社ジューテックリブに商号変更）を子会社とする。

平成16年12月ジャスダック証券取引所に株式を上場。

平成17年１月 株式会社イシモク（石川県金沢市）を設立。

平成17年４月 三洋株式会社（秋田県秋田市　平成17年10月　株式会社ジューテック秋田に商号変更）の

全株式を取得し子会社とする。

平成17年９月 株式会社仙建（仙台市宮城野区）と業務提携を締結。

平成18年５月 日本バリュー株式会社を吸収合併。

平成18年６月 株式会社ジューテック秋田の子会社としてジェイライフサポート株式会社（東京都港

区）を設立。（平成21年９月に当社の直接子会社とする。）

平成18年７月 ウェルテック株式会社（東京都港区）を設立。

平成19年１月 株式会社仙建の全株式を取得し、子会社とする。

平成19年４月 子会社である株式会社ジューテックリブより全事業を譲り受ける。

平成20年７月 オフィスオペレーション株式会社（東京都新宿区）を設立。

平成21年４月 ウェルテック関西株式会社（大阪府守口市）を設立。

平成21年10月株式会社ジューテックが単独株式移転の方法により当社を設立。

ジャスダック証券取引所（現　大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード））に当社

株式を上場。

平成22年４月 ジューテックホーム株式会社（横浜市神奈川区）を設立。

平成23年７月 江守建材工業株式会社（富山県射水市）の全株式を取得し、子会社とする。

平成24年５月 株式会社ジューテックが静岡ベニヤ株式会社（静岡県藤枝市）の全株式を取得し、子会

社とする。

平成24年７月 株式会社グリーンハウザー（仙台市宮城野区）の全株式を取得し、子会社とする。

平成25年４月 株式会社ジューテックが株式会社ジューテック秋田を吸収合併。

株式会社イシモクが江守建材工業株式会社を吸収合併し、イシモク・エモリ株式会社に

商号変更。

（注）当社は、平成21年10月１日に株式会社ジューテックにより単独株式移転の方法で設立されたため、当社の沿革に

ついては、株式会社ジューテックの沿革に引き続いて記載しております。
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社、連結子会社13社、非連結子会社２社及び関連会社１社で構成されております。主た

る業務として合板、建材、住宅設備機器及びＤＩＹ商品の国内における住宅資材販売事業を営んでいるほ

か、その他の事業として、主に一般貨物の運送を行う物流事業、建築請負業、マンションリフォーム業、情報

システムの賃貸及び保険代理店業等を営んでおります。

また、当連結会計年度において、静岡ベニヤ㈱及び㈱グリーンハウザーが新たに子会社となったため、連

結の範囲に含めております。

なお、当連結会計年度より、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第５　経理の状況　１　

連結財務諸表等　注記事項（セグメント情報等）」をご参照ください。

平成25年３月31日現在の当社と子会社の事業における関係は以下のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

　 　 　 　 　 　 　

(連結子会社) 　 　 　 　 　 　

㈱ジューテック
(注)３，５

東京都港区 850住宅資材販売 100.00 ―

当社が経営指導をしております。
役員の兼務　６名
資金の借入、貸付
各種業務受託

㈱JUTEC物流 横浜市都筑区 21その他
100.00
(100.00)

― 役員の兼務　１名

㈱イシモク 石川県金沢市 50住宅資材販売 100.00 ―
当社が経営指導をしております。
役員の兼務　１名

㈱ジューテック秋田 秋田県秋田市 60住宅資材販売 100.00 ―
当社が経営指導をしております。
役員の兼務　１名

ウェルテック㈱ 東京都港区 50その他 100.00 ―
当社が経営指導をしております。
役員の兼務　１名

㈱仙建 仙台市宮城野区 50住宅資材販売 100.00 ―
当社が経営指導をしております。
役員の兼務　１名

オフィスオペレー
ション㈱

東京都新宿区 50その他
90.00
(90.00)

― 役員の兼務　１名

ウェルテック関西㈱
(注)３

堺市北区 85住宅資材販売 100.00 ―
当社が経営指導をしております。
役員の兼務　１名

ジェイライフサポー
ト㈱

東京都港区 10その他 100.00 ―
当社が経営指導をしております。
役員の兼務　１名

ジューテックホーム
㈱
(注)３

横浜市都築区 85その他 100.00 ―
当社が経営指導をしております。
役員の兼務　１名

江守建材工業㈱ 富山県射水市 80住宅資材販売 100.00 ―
当社が経営指導をしております。
役員の兼務　１名

静岡ベニヤ㈱ 静岡県藤枝市 62住宅資材販売
100.00
(100.00)

― 役員の兼務　１名

㈱グリーンハウザー
(注)３

仙台市宮城野区 158住宅資材販売 100.00 ―
当社が経営指導をしております。
役員の兼務　３名
資金の借入、貸付

　 　 　 　 　 　 　

(その他の関係会社) 　 　 　 　 　 　

㈱ベニア商会 東京都港区 59不動産の賃貸等 ― 26.35役員の兼務　１名

(注) １　連結子会社の「主要な事業の内容」欄については、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

２　「議決権の所有(被所有)割合」欄の（内書）は間接所有であります。

３　特定子会社であります。

４　有価証券届出書及び有価証券報告書を提出している会社はありません。

５  ㈱ジューテックは、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が10％を超え

ております。

    主要な損益情報等  ①  売上高     130,957百万円

                      ②  経常利益     1,321  〃

                      ③  当期純利益     584  〃

                      ④  純資産額     5,952  〃

                      ⑤  総資産額  　53,407  〃
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成25年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

住宅資材販売
807
(109)

その他
102
( 15)

全社（共通）
111
( 14)

合計
1,020
(138)

(注) １　従業員数は当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者

を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員（１日８時間換算）であります。

３　臨時従業員には、パートタイマーの従業員を含み、派遣社員を除いております。

４　全社（共通）は、当社の従業員数であります。

５　前連結会計年度末に比べ従業員数が193名増加しておりますが、主として当連結会計年度において静岡ベニヤ

株式会社及び株式会社グリーンハウザーを子会社としたことによるものであります。

　

(2) 提出会社の状況

平成25年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

111
( 14)

40.1 13.9 5,225

　

セグメントの名称 従業員数(名)

全社（共通）
111
( 14)

合計
111
( 14)

(注) １　従業員数は当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員（１日８時間換算）であります。

３　臨時従業員には、パートタイマーの従業員を含み、派遣社員を除いております。

　　 ４　平均勤続年数の算定にあたっては、㈱ジューテックにおける勤続年数を通算しております。

　

(3) 労働組合の状況

当社グループには労働組合が結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、欧州における財政不安や世界的な景気減速懸念、また、長引く

円高基調などにより先行き不透明な状況での推移でありましたが、年度後半には新政権による経済対策

に対する期待感から株高、円安傾向となり、緩やかな景気回復基調での推移となりました。

当住宅関連業界におきましては、省エネ住宅の普及に対する政府施策や、住宅ローン金利の低下などが

奏功し、新設住宅着工戸数は多少の振れはあるものの、前年度を上回る堅調な推移となっております。

このような環境の中で当社グループは、太陽光発電システムをはじめとした市場ニーズの高い環境配

慮商品や注力商品に掲げております合板や木材の拡販に努めました。また、平成24年７月には仙台地域を

中心に東日本を事業基盤とする㈱グリーンハウザーの全株式を取得し、同地域における営業力の強化を

図った一方で、東京ビックサイトや仙台、青森、平塚などで展示即売会を開催するなど、地域に密着した営

業活動に取り組んでまいりました。

その結果、当連結会計年度の売上高は、152,388百万円（前期比13.1％増）となりました。利益面は、増

収となったことが主な要因となり、営業利益が1,407百万円（前期比34.7％増）、経常利益が1,803百万円

（前期比26.1％増）及び当期純利益が871百万円（前期比13.0％減）となりました。

　
(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末から85

百万円減少の9,405百万円となりました。

　
(イ) 営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果、資金は1,324百万円の増加（前連結会計年度末は322百万円の増加）となりました。こ

れは主として、税金等調整前当期純利益が1,744百万円あったほか、仕入債務の増加額が2,463百万円及び

減価償却費が380百万円あった一方で、売上債権の増加額が2,920百万円及びたな卸資産の増加額が415百

万円あったことによるものであります。

　
(ロ) 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果、資金は489百万円の減少（前連結会計年度末は375百万円の減少）となりました。これ

は主として、有形固定資産の売却による収入が304百万円あった一方で、有形固定資産の取得による支出

が610百万円及び敷金及び保証金の差入による支出が129百万円あったことによるものであります。

　
(ハ) 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果、資金は920百万円の減少（前連結会計年度末は1,242百万円の減少）となりました。こ

れは主として、長期借入れによる収入が1,050百万円あった一方で、短期借入金の純減額が280百万円、長

期借入金の返済による支出が1,319百万円及び社債の償還による支出が160百万円あったことによるもの

であります。
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２ 【仕入、受注及び販売の状況】

(1) 仕入実績

当社グループは、住宅資材販売を主たる事業としておりますので、生産実績にかえて仕入実績を記載し

ております。なお、当連結会計年度における仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
金額

（百万円）
前年同期比
（％）

住宅資材販売

建材販売店・
住宅会社等

合　板 18,715 ＋4.6

建　材 68,347 ＋10.7

住宅設備機器 33,814 ＋8.8

ホームセンター等 ＤＩＹ商品 4,271 ＋2.2

その他 12,255 ＋83.2

　 137,404 ＋13.0

その他 1,477 ＋5.5

合計 138,881 ＋13.0

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２  金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当社グループにおいて、受注実績に重要性はありませんので、受注実績は記載しておりません。

　

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
金額

（百万円）
前年同期比
（％）

住宅資材販売

建材販売店・
住宅会社等

合　板 19,581 ＋4.4

建　材 73,211 ＋9.9

住宅設備機器 36,805 ＋7.9

ホームセンター等 ＤＩＹ商品 5,332 △4.2

その他 15,384 ＋100.9

　 150,316 ＋13.3

その他 2,071 ＋2.1

合計 152,388 ＋13.1

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２  総販売実績に占める販売実績の割合が100分の10以上の相手先はありません。

３  金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

今後のわが国経済につきましては、デフレ脱却に向けた大胆な経済政策や財政運営による効果により、

国内景気の回復期待が高まると予想されます。

当住宅関連業界につきましては、建築に携わる職人不足などのマイナス要因もありますが、景気回復に

伴う所得環境の改善期待や消費税率引き上げによる駆け込み需要などにより、全体としては住宅関連投

資が上向く状況となると予想されます。

このような環境の中で当社グループは、環境配慮商品などの市場のニーズに合った商品の拡販に努め

ていくほか、新たな販売ルートの確立や地域に密着した営業活動の強化などにより、経営基盤の強化を図

る一方で、従来からの業務提携先である㈱クワザワ、越智産業㈱及び当社の３社で構成しております「ネ

ストグループ」としての活動強化やＭ＆Ａ、アライアンスを積極的に推進してまいります。

　

４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響

を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであり

ます。

　

(1) 景気変動リスク

当社グループは主たる業務として、合板、建材、住宅設備機器及びＤＩＹ商品の卸売を行っております。

当社の取扱商品の品目は多岐にわたっておりますが、その大半が住宅関連資材であり、それら商品の販売

は、住宅市場の動向に左右されるため、国内経済の停滞などにより、住宅関連資材の需要が低迷した場合

には、当社グループの売上高に影響を及ぼす可能性があります。

　

(2) 与信リスク

当社グループの販売先は、日本各地における建材販売店、工務店及び建築関連業者が主であります。各

販売先に対してはそれぞれ与信枠を設け管理し、その金額については、決算書類の入手、ヒアリングによ

る情報収集、営業担当者による定期訪問、信用調査会社の評価等をもとに経営状況を把握し設定しており

ます。しかしながら、突発的な不良債権の発生等により販売先の経営状況が悪化した場合、貸倒れが発生

する可能性があります。

　

(3) 相場変動及び為替変動リスク

当社グループの取扱商品の一部には合板等の相場変動商品があり、通常売買であれば仕入価格は販売

価格に反映され、相場変動の影響を受け難い構造となっておりますが、急激な相場の変動によって価格転

嫁できない場合や、一時在庫となり販売まで時間がかかる場合等、相場変動の影響を受ける可能性があり

ます。また、当社グループの仕入商品は国内取引が大部分であり、一部輸入取引に対しては先物為替予約

を行い、為替変動に対応しておりますが、急激な為替変動等の市場の変化によっては、当社グループの収

益性に影響を及ぼす可能性があります。
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(4) 法的規制等の変更

当社グループが属する住宅関連業界は、建築基準法や省エネ法、また、建設業法などの法的規制を受け

ております。これらの法的規制の改廃や新たな法的規制の制定が行われた場合、当社グループの業績等に

影響を及ぼす可能性があります。

　
(5) 住宅関連政策・税制の変更

住宅ローンの金利優遇措置等の住宅関連政策や住宅関連税制の動向、また、消費税等の引上げなどによ

り、住宅投資に対する消費者マインドは大きく変動する可能性があり、それに伴い住宅需要が低迷した場

合には、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。

　
(6) 資金調達及び金利変動リスク

当社グループは、金融機関からの借入等にて資金調達を行っております。急激な金利変動や調達環境の

変化があった場合には、金融コストの増加や資金調達に制約を受けることも想定され、当社グループの業

績等に影響を及ぼす可能性があります。

　
(7) 固定資産の減損リスク

当社グループは、主に事業所として、土地・建物等の固定資産を保有しております。事業環境が著しく

悪化した場合、時価の下落、設備等の遊休化などに伴って減損処理を余儀なくされ、当社グループの業績

等に影響を及ぼす可能性があります。

　
(8) 自然災害

大規模な地震や津波・風水害等の自然災害が発生した場合、当社グループや取引先の事業拠点や主要

なインフラに甚大な被害が生じる可能性があります。それに伴い、業務遂行が困難となり、当社グループ

の業績等に影響を及ぼす可能性があります。

　
(9) 株価変動リスク

当社グループは、主に取引先を中心とした株式を所有しております。これら所有する株式の発行会社の

業績や株式市場の動向次第では、減損処理を余儀なくされ、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性

があります。

　
(10) 訴訟リスク

当社グループは、様々な事業活動を行っており、それらが訴訟等の対象となる可能性があります。対象

となった場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

　

５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態に関する分析

当連結会計年度における総資産は、前連結会計年度末に比して7,721百万円増加の63,019百万円となり

ました。これは主として、㈱グリーンハウザー等が新たに連結子会社となったことにより、受取手形及び

売掛金が4,613百万円、商品及び製品が793百万円及び有形固定資産が1,648百万円それぞれ増加したこと

によるものであります。

負債については、前連結会計年度末に比して6,919百万円増加の55,245百万円となりました。これは主

として、支払手形及び買掛金が5,497百万円、短期借入金が720百万円及び未払法人税等が386百万円増加

したことによるものであります。

純資産については、前連結会計年度末に比して801百万円増加の7,774百万円となり、自己資本比率は、

前連結会計年度末から0.2ポイント減少の12.3％となりました。

　

(2) 経営成績の分析

当連結会計年度の売上高は、仙台市に本社を構える㈱グリーンハウザーを平成24年７月に子会社化し、

東北地域における復旧需要を着実に取り込んだほか、新規販売先の拡充に努めたことにより、前期に比し

て17,641百万円増加の152,388百万円となりました。

利益面については、増収となったほか、売上総利益率が0.47％改善したことなどにより、営業利益は前

期に比して362百万円増加の1,407百万円、経常利益は前期に比して373百万円増加の1,803百万円となり

ました。当期純利益は、固定資産売却益99百万円などを特別利益として計上した一方で、移転を予定して

いる福岡営業所などの減損損失167百万円などを特別損失として計上したため、前期比130百万円減少の

871百万円となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの分析

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末から85

百万円減少の9,405百万円となりました。

営業活動の結果、資金は1,324百万円の増加（前連結会計年度末は322百万円の増加）となりました。こ

れは主として、税金等調整前当期純利益が1,744百万円あったほか、仕入債務の増加額が2,463百万円及び

減価償却費が380百万円あった一方で、売上債権の増加額が2,920百万円及びたな卸資産の増加額が415百

万円あったことによるものであります。

投資活動の結果、資金は489百万円の減少（前連結会計年度末は375百万円の減少）となりました。これ

は主として、有形固定資産の売却による収入が304百万円あった一方で、有形固定資産の取得による支出

が610百万円及び敷金及び保証金の差入による支出が129百万円あったことによるものであります。

財務活動の結果、資金は920百万円の減少（前連結会計年度末は1,242百万円の減少）となりました。こ

れは主として、長期借入れによる収入が1,050百万円あった一方で、短期借入金の純減額が280百万円、長

期借入金の返済による支出が1,319百万円及び社債の償還による支出が160百万円あったことによるもの

であります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資の総額は871百万円であり、その主なものは、次のとおりであります。

　
（1）住宅資材販売

当連結会計年度の主な設備投資は、事務所・倉庫の建て替えのほか、基幹システムの更新、機能強化等を

中心とする総額818百万円の投資を実地いたしました。

なお、重要な設備の除却または売却はありません。

　
（2）その他

当連結会計年度の主な設備投資は、配送業務の効率化を図るため機械装置及び運搬具の更新を中心とす

る総額49百万円の投資を実地いたしました。

なお、重要な設備の除却または売却はありません。

　
（3）全社共通

当連結会計年度の主な設備投資はありません。

なお、当連結会計年度おいて、東神奈川ビル（帳簿価格：土地156百万円・建物及び構築物17百万円）を

売却いたしました。

　
また、当連結会計年度において、減損損失167百万円を計上しております。減損損失の内容については、

「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　注記事項（連結損益計算書関係）※５」に記載のとおりでありま

す。
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２ 【主要な設備の状況】

平成25年３月31日現在における当社グループの主要な設備は、次のとおりであります。

(1) 提出会社

該当事項はありません。

　

(2) 子会社

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)

建物
及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積㎡)

リース
資産

その他 合計

㈱ジュー
テック

新潟営業所
(新潟市中央区)

住宅資材
販売

建物・
倉庫

46 2
142

(3,787.16)
― 1 193

12
〔 2〕

㈱ジュー
テック

水戸営業所
(茨城県ひたちな
か市)

住宅資材
販売

建物・
倉庫

42 ―
145

(6,370.00)
― 1 189

9
〔 6〕

㈱ジュー
テック

松戸営業所
(千葉県松戸市)

住宅資材
販売

建物・
倉庫

2 ―
201

(1,970.96)
― ― 203

10
〔 2〕

㈱ジュー
テック

横浜営業所
(横浜市都築区)

住宅資材
販売

建物・
倉庫

24 0
1,180

(3,621.77)
― 0 1,205

21
〔 3〕

㈱ジュー
テック

横浜南部営業所
(横浜市金沢区)

住宅資材
販売

建物・
倉庫

31 ―
270

(2,113.38)
― 0 302

8
〔 2〕

㈱ジュー
テック

平塚営業所
(神奈川県平塚市)

住宅資材
販売

建物・
倉庫

7 ―
407

(2,497.74)
― 5 419

13
〔 2〕

㈱ジュー
テック

静岡営業所
(静岡市葵区)

住宅資材
販売

建物・
倉庫

26 0
182

(2,228.39)
― 0 209

8
〔 1〕

㈱ジュー
テック

神戸営業所
(神戸市西区)

住宅資材
販売

建物・
倉庫

55 ―
279

(3,305.80)
― 1 335

10
〔 4〕

㈱ジュー
テック

福岡営業所
(福岡市博多区)

住宅資材
販売

建物・
倉庫

― ―
194

(2,654.00)
― 78 272

13
〔 4〕

㈱ＪＵＴ
ＥＣ物流

本社　他
(横浜市都築区)

その他
建物・
車庫

77 45
159

(844.69)
― 0 282

74
〔12〕

㈱仙建
本社　他
(仙台市宮城野区)

住宅資材
販売

建物・
倉庫

31 0
159

(4,069.00)
― 1 191

23
〔―〕

㈱グリー
ン ハ ウ
ザー

本社　他
(仙台市宮城野区)

住宅資材
販売

建物・
倉庫

121 0
508

(11,572.21)
6 9 645

63
〔 9〕

㈱グリー
ン ハ ウ
ザー

新潟支店
(新潟県北蒲原郡
聖籠町)

住宅資材
販売

建物・
倉庫

19 0
251

(17,288.00)
0 0 271

7
〔―〕

㈱グリー
ン ハ ウ
ザー

大衡事業所
(宮城県黒川郡大
衡村)

住宅資材
販売

建物・
工場

102 30
187

(23,031.11)
3 1 324

25
〔 7〕

(注) １　帳簿価額の「その他」には、無形固定資産等を含めております。
２　上記の金額は帳簿価額であり、消費税等は含めておりません。
３　従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員数であります。
４　上記の他、主要な設備のうち連結会社以外から賃借している設備は次のとおりであります。

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容
年間リース料
(百万円)

リース契約残高
(百万円)

㈱ジューテック
本社 他

(東京都港区他)
住宅資材販売

事務用機器
車両
ソフトウェア

23 6
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内
容

投資予定額

資金調達方法
着手(予
定)年月

完了予定
年月

完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

㈱ジュー
テック

(新)福岡
営業所
(福岡市
博多区)

住宅資材
販売

建物・
倉庫

238 74自己資金
平成25年
３月

平成25年
８月

―

仙台倉庫
(仙台市
宮城野区)

住宅資材
販売

倉庫 200 ― 自己資金
平成26年
1月

平成26年
７月

―

(注)　上記の金額に消費税等は含まれておりません。

　
(2) 重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 47,000,000

計 47,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成25年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年６月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,971,35011,971,350
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は100株でありま
す。

計 11,971,35011,971,350― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年10月１日
(注)

11,971,35011,971,350 850 850 294 294

(注) 当社設立(単独株式移転)によるものであります。

　

(6) 【所有者別状況】

平成25年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 9 11 45 4 1 505 575 ―

所有株式数
(単元)

― 778 405 58,460 59 13 59,909119,6248,950

所有株式数
の割合(％)

― 0.65 0.34 48.87 0.05 0.01 50.08100.00 ―

(注)　自己株式56,838株は、「個人その他」に568単元、「単元未満株式の状況」に38株含まれております。
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(7) 【大株主の状況】

平成25年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ベニア商会 東京都港区南麻布一丁目１－10 3,137 26.21

梅崎　興生 横浜市鶴見区 1,201 10.04

ジューテックグループ社員持株会 東京都港区芝五丁目26－24 1,165 9.74

足立　光吉 東京都港区 616 5.15

大建工業株式会社 大阪市北区堂島一丁目６－20 391 3.27

伊藤忠建材株式会社 東京都中央区日本橋本町二丁目７－１ 370 3.10

株式会社ユーエム興産 横浜市鶴見区岸谷三丁目７－47 368 3.08

足立　建一郎 東京都大田区 283 2.36

三井住商建材株式会社
東京都中央区晴海一丁目８番８号　晴海ト
リトンスクエアオフィスタワーＷ

260 2.18

藤田　和子 東京都渋谷区 254 2.13

計 ― 8,050 67.25

(注)　上記大株主の足立光吉氏は、平成25年３月31日逝去されましたが、平成25年３月31日現在の株主名簿上の名義で記

載しております。

　
(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成25年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　 56,800

　― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

11,905,600
119,056 ―

単元未満株式 普通株式    8,950 ― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 11,971,350 ― ―

総株主の議決権 ― 119,056 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式38株が含まれております。

　
② 【自己株式等】

平成25年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
ジューテック
ホールディングス株式会社

東京都港区芝五丁目26-24 56,800 ― 56,800 0.47

計 ― 56,800 ― 56,800 0.47
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(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　
２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

　
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　
(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 161 76
　 　 　

当期間における取得自己株式 40 28

(注)　当期間における取得自己株式には、平成25年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取による
株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数(株) 処分価額の総額(千円) 株式数(株) 処分価額の総額(千円)

引き受ける者の募集を
行なった取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った
取得自己株式

― ― ― ―

合併、株式交換、
会社分割に係る移転を
行った取得自己株式

― ― ― ―

その他
　(―)

― ― ― ―

　 　 　 　 　

保有自己株式数 56,838 ― 56,878 ―

(注)　当期間における保有自己株式には、平成25年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取による
株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社グループは、株主の皆様への利益還元を経営の最重要政策の一つとして位置付け、将来にわたる安

定的な配当の継続を重視するとともに、内部留保資金につきましては、財務体質の強化及び当社グループ

全体における事業基盤の強化に投資することを基本方針としております。

当期の剰余金の期末配当額につきましては、当期の連結業績を踏まえ、当初予想通りの１株当たり４円

とさせていただきます。また、内部留保資金の使途につきましては、基本方針に基づき、財務体質の強化及

び当社グループ全体における事業基盤の強化に資するための備えとさせていただきます。

なお、当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針とし、配当の決定機関は、

中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であり、中間配当を行うことができる旨を定款において定めて

おります。

　

　 (注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たりの配当金

（円）

平成24年11月５日

取締役会決議
35 3

平成25年６月27日

定時株主総会決議
47 4

　

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第１期 第２期 第３期 第４期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

最高(円) 280 346 538 678

最低(円) 172 200 280 300

(注)　最高・最低株価は、平成22年３月31日以前はジャスダック証券取引所、平成22年４月１日から平成22年10月11日ま

では大阪証券取引所(ＪＡＳＤＡＱ市場)、平成22年10月12日以降は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)

におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成24年10月 11月 12月 平成25年１月 ２月 ３月

最高(円) 374 390 430 535 560 678

最低(円) 338 355 371 408 463 535

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
社長

― 足　立　建一郎 昭和32年９月24日生

昭和55年４月 住友商事㈱入社

(注)３ 283

昭和60年７月 ㈱ジューテック入社

昭和63年３月 同社取締役

平成２年３月 同社常務取締役

平成３年３月 同社代表取締役専務

平成６年３月 同社代表取締役社長

平成19年６月 同社代表取締役社長執行役員社長

平成21年10月 当社代表取締役社長(現任)

平成23年４月 ㈱ジューテック代表取締役社長執

行役員社長営業統括本部長

平成24年４月 同社代表取締役社長執行役員社長

(現任)

平成24年７月 ㈱グリーンハウザー取締役会長(現

任)

代表取締役
副社長

社長補佐 鶴　巻　健　彦 昭和16年８月10日生

昭和39年４年 伊藤忠建材㈱入社

(注)３ 33

平成14年６月 同社専務取締役社長補佐

平成15年４月 ㈱ジューテック入社　顧問

平成15年６月 同社専務取締役執行役員

平成17年６月 同社代表取締役副社長執行役員

平成19年６月 同社代表取締役執行役員副社長

平成21年10月 当社代表取締役副社長グループ事

業管理本部長

平成23年６月 ㈱ジューテック取締役社長特命事

項担当(現任)

平成24年４月 当社代表取締役副社長社長補佐(現

任)

専務取締役

財務経理部、

業務推進部、

審査部、経営

相談室担当

東　條　親　靖 昭和22年１月４日生

昭和46年４月 住友信託銀行㈱(現三井住友信託銀

行㈱)入社

(注)３ 43

平成11年３月 ㈱ジューテックに出向

平成13年１月 同社執行役員

平成14年２月 同社入社

平成15年６月 同社取締役執行役員

平成16年６月 同社常務取締役執行役員

平成19年６月 同社取締役常務執行役員

平成20年４月 同社取締役専務執行役員

平成21年10月 同社取締役管理部担当(現任)

当社専務取締役グループ業務本部

長

平成24年４月 当社専務取締役財務経理部、業務推

進部、審査部、経営相談室担当(現

任)

専務取締役 ― 嶋　田　清　美 昭和30年８月９日生

昭和54年４月 ㈱ジューテック入社

(注)３ 22

平成12年４月 同社執行役員

平成13年６月 同社取締役

平成15年６月 同社取締役執行役員

平成19年６月 同社取締役常務執行役員

平成21年10月 同社取締役専務執行役員第１営業

本部長

当社取締役グループ事業管理本部

副本部長

平成23年４月 ㈱ジューテック取締役専務執行役

員営業統括本部副本部長兼東日本

営業本部長兼東北営業部長

平成24年４月 同社取締役専務執行役員営業グ

ループ東北営業部長

当社取締役社長特命事項担当

平成24年６月 ㈱ジューテック専務執行役員営業

グループ東北営業部長

当社専務取締役社長特命事項担当

(現任)

平成24年７月 ㈱グリーンハウザー代表取締役副

社長(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

常務取締役

総務人事
部長
 

情報システ
ム部、グルー
プ事業統括
部担当

畠　山　雄　一 昭和30年11月26日生

昭和53年４月 ㈱ジューテック入社

(注３) ９

平成12年４月 同社執行役員

平成13年６月 同社取締役

平成15年６月 同社取締役執行役員

平成21年10月 同社取締役総務人事担当(現任)

当社常務取締役グループ業務副本

部長兼総務人事部長

平成24年４月 当社常務取締役総務人事部長兼情

報システム部、グループ事業統括部

担当(現任)

取締役 ― 伊　東　孝　則 昭和24年１月20日生

昭和46年４月 丸紅飯田㈱(現丸紅㈱)入社

(注)３ ―

平成16年４月 丸紅建材㈱取締役

平成16年６月 同社常務取締役

平成18年６月 同社取締役専務執行役員

平成20年６月 同社代表取締役社長

平成23年７月 同社顧問

平成24年６月 当社取締役(現任)

平成24年７月 丸紅建材㈱非常勤顧問(現任)

監査役
(常勤)

― 宮　川　則　弘 昭和22年４月20日生

昭和45年４月 伊藤忠商事㈱入社

(注)４ １

平成13年10月 伊藤忠建材㈱出向　顧問

平成14年６月 同社常勤監査役

平成21年６月 ㈱ジューテック常勤監査役(現任)

平成21年10月 当社常勤監査役(現任)

監査役
(常勤)

― 上　田　信　悟 昭和23年11月５日生

昭和46年４月 住友商事㈱入社

(注)４ １

平成11年６月 同社紙パルプ部長付

住商紙パルプ㈱に出向　取締役業務

本部長

平成15年11月 住商紙パルプ㈱入社

平成21年６月 住商セメント㈱常勤監査役

平成22年６月 当社監査役

平成23年４月 当社常勤監査役(現任)

平成24年６月 ㈱ジューテック常勤監査役(現任)

監査役 ― 畑　井　義　人 昭和26年３月８日生

昭和48年４月 ㈱ジューテック入社

(注)４ 15

平成20年９月 同社常勤監査役

平成21年10月 当社常勤監査役

平成24年６月 当社監査役(現任)

平成24年７月 ㈱グリーンハウザー常勤監査役(現

任)

監査役 ― 高　橋　龍　徳 昭和44年１月15日生

平成３年10月 監査法人トーマツ(現有限責任監査

法人トーマツ)入所

(注)４ ―

平成３年７月 公認会計士登録

平成９年９月 高野総合会計事務所(現税理士法人

高野総合会計事務所)入所

平成13年１月 株式会社ストラテジック・シナリ

オ設立に参画　代表取締役就任(現

任)

　 虎ノ門共同会計事務所(現税理士法

人虎ノ門共同会計事務所)設立に参

画　代表社員就任(現任)

平成16年４月 日比谷監査法人設立に参画　代表社

員就任(現任)

平成25年６月 当社監査役(現任)

合計 409

(注) １　取締役伊東孝則氏は、社外取締役であります。

２　監査役宮川則弘、上田信悟及び高橋龍徳の各氏は、社外監査役であります。

３　取締役の任期は、平成25年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成26年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

４　監査役の任期は、宮川則弘、畑井義人及び高橋龍徳の各氏は、平成25年３月期に係る定時株主総会終結の時から

平成29年３月期に係る定時株主総会終結の時までであり、上田信悟氏は、平成22年３月期に係る定時株主総会

終結の時から平成26年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

５　当社では、意思決定の迅速化と業務執行機能強化により、経営の効率化を図るため、執行役員制度を導入してお

ります。執行役員は７名で、情報システム部長松井清氏、経営企画部長岡本正和氏、審査部長兼経営相談室長横

田昭氏、内部統制部長齋藤猛氏、ジェイライフサポート㈱代表取締役社長栗山勝浩氏、グループ事業統括部長

草地壽氏、財務経理部長岩谷昌弘氏で構成されております。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

当社は、企業価値の向上を目指し、株主をはじめとして、取引先、社員及び地域社会等のステークホルダー

に対する責任を確実に果たしていくことが、経営上の重要課題であると認識しております。そのために、的

確且つ迅速な意思決定、それに基づく効率的な業務執行、並びに適正な監督機能を確立した透明性の高い経

営体制を構築するとともに、コンプライアンスを重視したコーポレート・ガバナンスの構築に取組んでま

いります。

　
① 企業統治の体制の概要及び当該企業統治の体制を採用する理由

当社は、事業規模や事業内容から、社外監査役を含む監査役による監査体制が経営監視機能として最適

であると判断し、監査役設置会社の形態を採用し、社外取締役を選任する体制としております。

なお、当社における現状の体制は以下のとおりであります。

・当社の取締役会は、取締役の員数を16名以内とし、毎月１回定例の取締役会を開催するほか、必要に

応じて臨時取締役会を開催し、当社並びに傘下の各事業会社の経営上の重要事項の審議、決定と取締役

による業務執行の監督を行っております。

・当社の監査役会は、監査役の員数を３名以上とし、毎月１回定例の監査役会を開催するほか、必要に

応じて臨時監査役会を開催し、取締役による業務執行の適正性を監査しております。

・当社は、経営効率の向上を図るため、原則月２回経営会議を開催し、重要事項の審議・決定及び取締

役会に上程する議案の事前審議を行っております。

・当社は、法令順守及びリスクの管理強化を目的に、リスク・コンプライアンス委員会を設置し、リス

クの分析と対策を講じる一方で、コンプライアンスを徹底する取組みとして、各部署にコンプライアン

ス・オフィサーを選任するとともに、コンプライアンス・ホットラインを開設しております。

・当社は、法務的な事項に対応する専門部署を設置するとともに、法的な判断及びコンプライアンスに

係る重要事項については、顧問契約を締結している弁護士、税理士、社会保険労務士等に相談するほか、

必要に応じてその他の外部専門家に相談し、慎重な判断を行っております。

・当社は、会計監査人として、有限責任 あずさ監査法人を選任しております。

　
② 内部統制システムの整備の状況

当社は、内部統制システムの強化を図るため、財務報告に係る内部統制の構築・推進・支援を行う内部

統制部と業務監査を中心とした内部監査及び財務報告に係る内部統制の整備・運用の評価を行う内部監

査部を設置しております。また、傘下の各事業会社を統括する部署としてグループ事業統括部を設置し、

各事業会社の体制整備の支援を行うとともに、各事業会社の重要事項に関する協議、情報の共有化、指示、

要請等が効率的になされる体制を構築しております。

　
③ リスク管理体制の整備の状況

当社は、リスク管理規程に従い経済活動に潜在するリスクを各領域毎に分類し、それぞれの主管部署に

おいて、リスクの評価・特定並びにリスク管理の方針・体制・手続き等を策定するほか、内外の環境変化

に伴う新たなリスクの発生あるいは既存リスク状況の変化を踏まえて、当該リスクを定期的に評価・特

定しております。また、リスク・コンプライアンス委員会は、リスク管理に関する重要な事項の承認を行

うことにより、全社のリスク管理を統括し、これらの管理体制の有効性につき定期的にレビューを行って

おります。

なお、自然災害等の外的要因による危機的状況下における全役職員の行動基準及び具体的な対応につ

いて、事業継続計画（BCP）規程並びに危機管理マニュアルを制定しております。
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④ 内部監査及び監査役監査の状況

・当社の監査役会は４名で構成し、そのうち３名を独立性を確保した社外監査役とすることにより透明

性を確保し、取締役による職務執行の適正性を監査しております。また、社外監査役のうち１名は公認会

計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

・当社の監査役監査については、当社の各部門に対する監査のほか、子会社の監査役と密接な関係を保

ち、それぞれの部門責任者、子会社の役員等に対するヒアリングを行っております。

・当社の内部監査体制については、社長直轄の内部監査部（６名）を設置し、定期的に、また、必要に応じ

て業務監査を実施するとともに会計監査人の監査への立会いなどを実施し、業務処理における適正性・

効率性の確保に努めております。

・監査役と内部監査部及び会計監査人は、定期的に連絡会を開催して情報交換を行い、連携強化を図って

おります。

　
⑤ 社外取締役及び社外監査役

・当社は、取締役６名のうち１名が社外取締役であり、また、監査役４名のうち３名が社外監査役である

ことから、社外取締役及び社外監査役の選任状況については、コーポレート・ガバナンス体制を充実させ

ることができる十分な体制であると考えております。

なお、当社と各社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係、

当該社外取締役及び社外監査役が当社の企業統治において果たす機能及び役割並びに当該社外取締役及

び社外監査役を選任している理由は以下のとおりです。

役名 氏名
当社と当該社外取締役及び社外監査役との
人的関係、資本的関係又は取引関係その他の
利害関係

当社と当該社外取締役及び社外監査役
が当社の企業統治において果たす機能
及び役割並びに選任している理由

社外取締役 伊東　孝則

同氏が平成23年６月まで代表取締役社長を
勤めておりました丸紅建材㈱と当社グルー
プは営業上の取引関係がありますが、その価
格等は一般の取引条件によっております。な
お、その他の特別な利害関係はありません。

他の会社の経営者としての豊富な経験
と高い見識に基づいた助言等により、
当社の経営体制の強化が図れるとの判
断から同氏を選任しております。

社外監査役 宮川　則弘

同氏は、当社常勤監査役就任以前に当社グ
ループと営業上の取引関係がある伊藤忠建
材㈱の常勤監査役（７年間）を勤め、同社常
勤監査役就任以前の９ヶ月間同社の顧問と
して法務アドバイザー業務を担当しており
ましたが、同氏は当社グループとの取引には
関与しておらず、また、当社グループと同社
の取引は、一般の取引条件によっておりま
す。
同氏は、当社株式を1,500株所有しておりま
す。
同氏は、当社の連結子会社である㈱ジュー
テックの常勤監査役を兼務しているほか、連
結子会社３社の監査役を兼務しております。

当社の連結子会社と同業界に位置する
伊藤忠建材㈱の常勤監査役であったた
め、当業界に対する幅広い知識と豊富
な経験に基づく助言等により、当社の
監査体制の強化が図れるとの判断から
同氏を選任しております。

社外監査役 上田　信悟

同氏は、当社株式を1,300株所有しておりま
す。
同氏は、当社の連結子会社である㈱ジュー
テックの常勤監査役を兼務しているほか、連
結子会社５社の監査役を兼務しております。

他の会社の取締役及び常勤監査役を歴
任された経験から、企業統治について
十分な見識を有しており、当社の監査
体制の強化が図れるとの判断から同氏
を選任しております。

社外監査役 高橋　龍徳 該当事項はありません。

公認会計士としての企業会計に関する
豊富な経験と幅広い見識を当社の監査
体制の強化に活かしていただくため、
同氏を選任しております。
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・社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針

当社は、社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関し、基準は設けておりませんが、取引

所の独立役員の独立性に関する判断基準を考慮したうえ、当業界における幅広い見識と知見を有するこ

と、又は、企業統治や企業会計等に十分な見識と知見を有することを選任するうえで重視しております。

　
・社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並

びに内部統制部門との関係

社外取締役又は社外監査役からは、取締役会において適宜、議案審議に必要な発言を頂いております。

また、監査役と内部監査部及び会計監査人は、定期的に連絡会を開催しているほか、必要に応じて連絡を

取り合い情報交換をしております。

　
⑥ 会計監査の状況

当社の業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成等は以下のとおりです。

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人

井上　　東
有限責任 あずさ監査法人

杉山　正樹

監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　５名　　その他　６名

　
⑦ 取締役の定数及び取締役の選任決議要件

イ．取締役の定数

　当社の取締役は16名以内とする旨を定款で定めております。

ロ．取締役の選任決議要件

取締役の選任決議は、株主総会において、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以

上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらない旨を定款で定め

ております。

　
⑧ 株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することがで

きる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上の多数をもって行

う旨定款に定めています。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会

の円滑な運営を目的とするものであります。

　
⑨ 株主総会決議事項を取締役会で決議できるとした事項及び理由

イ．剰余金の配当について

　当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議に

より毎年９月30日の株主名簿に記録された株主若しくは登録株式質権者に対し、中間配当を行うことが

できる旨定款で定めております。

　
ロ．取締役等の責任免除について

　当社は、職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるようにするため、会社法第426条第1項

の規定により、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がない場合の取締役及び監査役(取締役及び監

査役であった者を含む。)の損害賠償責任を、法令で定める限度額の範囲内で、取締役会の決議によって

免除することができる旨定款で定めております。
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ハ．自己の株式の取得について

　当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂

行することを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取

引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。

　
⑩ 役員報酬等

イ　提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円)
対象となる役員
の員数(人)基本報酬 賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く)

140 100 30 9 8

監査役
(社外監査役を除く)

12 9 2 1 1

社外役員 35 24 7 2 4

(注)　上記報酬総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

　

ロ　提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

　連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

　
ハ　使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

　該当事項はありません。

　
二　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

役員の報酬等の額は、株主総会において決定する報酬総額の限度内で、会社の経営成績及び各役員の

職務内容と業績評価を勘案して決定することとしております。

　
⑪ 責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第１項に基づき、社外取締役及び社外監査役との間において、会社法第423条第１

項の損害賠償責任について、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項

各号の額の合計額を限度とする旨の契約を締結しております。

　
⑫ 株式の保有状況

当社について以下のとおりであります。

イ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

　該当事項はありません。

　
ロ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、保有区分、株式数、貸借対照表計上額及び

保有目的

　該当事項はありません。

　
ハ　保有目的が純投資目的である投資株式

　該当事項はありません。
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当社及び連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額（投資株式計上額）が最も大きい会社（最大

保有会社）株式会社ジューテックについて以下のとおりであります。

イ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

　該当事項はありません。

　
ロ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、保有区分、株式数、貸借対照表計上額及び

保有目的

　該当事項はありません。

　
ハ　保有目的が純投資目的である投資株式

　

　

前事業年度
(百万円)

当事業年度
(百万円)

貸借対照表
計上額の合計額

貸借対照表
計上額の合計額

受取配当金
の合計額

売却損益
の合計額

評価損益
の合計額

非上場株式 97 107 1 ― ―

非上場株式以外の株式 1,154 1,266 28 ― 548

(注) 非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「評価

損益の合計額」は記載しておりません。

　

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 23 ― 25 ―

連結子会社 22 ― 20 ―

計 45 ― 45 ―

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

当社は、監査公認会計士等に対する監査報酬を決定するにあたり、監査公認会計士等より提示される監

査計画の内容をもとに、監査日数等の妥当性を勘案、協議し、監査役会の同意を得たうえで決定すること

としております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号)に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)

に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成24年４月１日から平成25

年３月31日まで)及び事業年度(平成24年４月１日から平成25年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸

表については、有限責任 あずさ監査法人により監査を受けております。

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、会計基準等の内容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加

入し、同機構のホームページの閲覧や同機構が開催するセミナー等に参加するとともに、適宜、顧問会計士

による講義等を開催しております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,505 9,556

受取手形及び売掛金 ※4
 29,544

※4
 34,158

商品及び製品 2,052 2,845

未成工事支出金 293 465

繰延税金資産 239 359

その他 2,023 1,879

貸倒引当金 △866 △777

流動資産合計 42,791 48,486

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 3,838 4,883

減価償却累計額 △2,533 △3,248

建物及び構築物（純額） ※2
 1,304

※2
 1,635

機械装置及び運搬具 305 392

減価償却累計額 △264 △308

機械装置及び運搬具（純額） 40 84

土地 ※2
 7,950

※2
 9,102

その他 534 805

減価償却累計額 △176 △326

その他（純額） 357 479

有形固定資産合計 9,653 11,301

無形固定資産

のれん － 139

リース資産 65 51

その他 204 211

無形固定資産合計 269 401

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 1,288

※1
 1,449

破産更生債権等 1,169 1,106

その他 1,249 1,338

貸倒引当金 △1,124 △1,065

投資その他の資産合計 2,582 2,828

固定資産合計 12,505 14,532

資産合計 55,297 63,019
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※4
 38,922

※4
 44,419

短期借入金 1,400 2,120

1年内償還予定の社債 160 160

1年内返済予定の長期借入金 1,275 789

未払法人税等 372 758

賞与引当金 427 615

その他の引当金 80 64

その他 ※2
 1,201

※2
 1,600

流動負債合計 43,838 50,528

固定負債

社債 380 220

長期借入金 2,004 2,220

繰延税金負債 605 651

役員退職慰労引当金 263 282

その他の引当金 83 155

負ののれん 16 －

その他 ※2
 1,133

※2
 1,186

固定負債合計 4,486 4,717

負債合計 48,325 55,245

純資産の部

株主資本

資本金 850 850

資本剰余金 294 294

利益剰余金 5,480 6,268

自己株式 △14 △14

株主資本合計 6,610 7,398

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 297 367

繰延ヘッジ損益 － 1

その他の包括利益累計額合計 297 369

少数株主持分 64 6

純資産合計 6,972 7,774

負債純資産合計 55,297 63,019
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

売上高 134,746 152,388

売上原価 122,925 138,311

売上総利益 11,821 14,076

販売費及び一般管理費 ※1
 10,776

※1
 12,669

営業利益 1,044 1,407

営業外収益

受取利息 14 11

受取配当金 27 31

仕入割引 357 403

投資有価証券売却益 5 0

不動産賃貸料 159 144

受取補償金 81 79

雑収入 124 108

営業外収益合計 771 780

営業外費用

支払利息 105 94

手形売却損 20 18

売上割引 229 245

雑損失 29 25

営業外費用合計 386 384

経常利益 1,429 1,803

特別利益

固定資産売却益 ※2
 6

※2
 99

貸倒引当金戻入額 ※3
 88 －

負ののれん発生益 － 24

特別利益合計 94 124

特別損失

固定資産除却損 － ※4
 14

減損損失 ※5
 65

※5
 167

特別損失合計 65 182

税金等調整前当期純利益 1,457 1,744

法人税、住民税及び事業税 405 945

法人税等調整額 46 △76

法人税等合計 451 869

少数株主損益調整前当期純利益 1,006 875

少数株主利益 3 3

当期純利益 1,002 871
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【連結包括利益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 1,006 875

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 18 70

繰延ヘッジ損益 2 1

その他の包括利益合計 ※1
 20

※1
 71

包括利益 1,026 947

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 1,022 943

少数株主に係る包括利益 3 3
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 850 850

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 850 850

資本剰余金

当期首残高 294 294

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 294 294

利益剰余金

当期首残高 4,561 5,480

当期変動額

剰余金の配当 △83 △83

当期純利益 1,002 871

当期変動額合計 919 788

当期末残高 5,480 6,268

自己株式

当期首残高 △14 △14

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △14 △14

株主資本合計

当期首残高 5,691 6,610

当期変動額

剰余金の配当 △83 △83

当期純利益 1,002 871

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 918 788

当期末残高 6,610 7,398
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 279 297

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

18 70

当期変動額合計 18 70

当期末残高 297 367

繰延ヘッジ損益

当期首残高 △2 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

2 1

当期変動額合計 2 1

当期末残高 － 1

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 277 297

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

20 71

当期変動額合計 20 71

当期末残高 297 369

少数株主持分

当期首残高 61 64

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 3 △58

当期変動額合計 3 △58

当期末残高 64 6

純資産合計

当期首残高 6,030 6,972

当期変動額

剰余金の配当 △83 △83

当期純利益 1,002 871

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 23 13

当期変動額合計 942 801

当期末残高 6,972 7,774
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,457 1,744

減価償却費 243 380

減損損失 65 167

負ののれん発生益 － △24

貸倒引当金の増減額（△は減少） △270 42

賞与引当金の増減額（△は減少） 44 178

受取利息及び受取配当金 △41 △42

仕入割引 △357 △403

支払利息及び手形売却損 126 112

売上割引 229 245

固定資産売却損益（△は益） △6 △99

売上債権の増減額（△は増加） △2,122 △2,920

たな卸資産の増減額（△は増加） 145 △415

未収入金の増減額（△は増加） 3 58

仕入債務の増減額（△は減少） 559 2,463

その他 35 188

小計 113 1,675

利息及び配当金の受取額 38 36

仕入割引の受取額 294 281

利息の支払額 △104 △101

手形売却に伴う支払額 △20 △18

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 0 △549

営業活動によるキャッシュ・フロー 322 1,324

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △301 △610

有形固定資産の売却による収入 16 304

無形固定資産の取得による支出 △158 △57

投資有価証券の取得による支出 △55 △28

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

－ ※2
 38

子会社株式の取得による支出 － △36

貸付けによる支出 △10 △20

貸付金の回収による収入 105 52

敷金及び保証金の差入による支出 △20 △129

敷金及び保証金の回収による収入 11 42

保険積立金の解約による収入 79 83

その他 △41 △129

投資活動によるキャッシュ・フロー △375 △489

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △700 △280

長期借入れによる収入 900 1,050

長期借入金の返済による支出 △1,350 △1,319

社債の発行による収入 197 －

社債の償還による支出 △140 △160

配当金の支払額 △83 △83

その他 △66 △127

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,242 △920

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,296 △85

現金及び現金同等物の期首残高 10,787 9,491

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 9,491

※1
 9,405
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　該当事項はありません。

　

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１　連結の範囲に関する事項

 ① 連結子会社数　13社

主要な連結子会社の名称

㈱ジューテック、㈱グリーンハウザー

なお、当連結会計年度において、静岡ベニヤ㈱及び㈱グリーンハウザーの全株式を取得し子会社とした

ため、連結の範囲に含めております。

　
 ② 主要な非連結子会社の名称

JSパートナーズ㈱　他１社

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社２社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないた

めであります。

 

２　持分法の適用に関する事項

持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称

JSパートナーズ㈱　他２社

持分法を適用しない理由

持分法を適用していない会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外して

おります。

 

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

 

４　会計処理基準に関する事項

 ① 重要な資産の評価基準及び評価方法

(イ)　有価証券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算出)

時価のないもの

移動平均法による原価法
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(ロ)　デリバティブ取引

時価法

(ハ)　たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)

商品、製品・・・・・移動平均法

未成工事支出金・・・個別法

 

 ② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

(イ)　有形固定資産(リース資産を除く)

定率法

但し、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については、定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　３～50年

(ロ)　無形固定資産(リース資産を除く)

定額法

但し、自社利用ソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

(ハ)　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前

のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　
 ③ 重要な引当金の計上基準

(イ)　貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(ロ)　賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき引当金を計上しております。

(ハ)　役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき、当連結会計年度に見合う分を

計上しております。

(ニ)　役員退職慰労引当金

役員及び執行役員の退任による退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。
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 ④ 重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

工期のごく短いもの等については工事完成基準を適用し、その他の工事で当連結会計年度末までの進

捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価

比例法)を適用しております。

　
 ⑤ 重要なヘッジ会計の方法

(イ)　ヘッジ会計の方法

ヘッジ取引に係る損益の認識については、繰延ヘッジ処理によっております。ただし、金利スワップ

の特例処理の要件を満たすものについては、特例処理によっております。

(ロ)　ヘッジ手段とヘッジ対象

①たな卸資産(商品)の購入に係る外貨建営業債務を対象とする為替予約取引、②借入金に係る利息

等を対象とする金利スワップ取引を実施しております。

(ハ)　ヘッジ方針

将来の取引市場での金利及び為替の相場変動に伴うリスクの軽減を目的に、実需に伴う取引に限定

して、金利及び通貨に係るデリバティブ取引を実施することとしており、売買益を目的とした投機的な

取引は一切行わない方針としております。

(二)　ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計とを比

較し、当初予定したキャッシュ・フローが確保されたか否かを検証することでヘッジの有効性を確認

しております。

また、金利スワップの一部については、ヘッジ対象とヘッジ手段に関する重要な条件が同一であり、

かつ、ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動を完全に相殺するものと想定できるため、ヘッジの

有効性の評価は省略しております。

(ホ)　その他

取引方針等については、経営会議及び取締役会で審議した上で、決定された範囲内で財務経理部長の

決済により取引を実行しており、あわせて取引残高、損益状況について経営会議及び取締役会に定期的

に報告することとしております。

　
 ⑥ のれんの償却方法及び償却期間

５年間で均等償却しております。

　
 ⑦ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以内に満期の到来する短期投資からなります。

　
 ⑧ その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の処理方法

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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(会計方針の変更)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得

した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

これによる損益に与える影響は、軽微であります。

　
(表示方法の変更)

　　（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めておりました

「賞与引当金の増減額」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしており

ます。この表示方法を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フ

ロー」の「その他」に表示していた80百万円は、「賞与引当金の増減額」44百万円、「その他」35百万円と

して組み替えております。

　
前連結会計年度において、独立掲記しておりました「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「投資有

価証券の売却による収入」は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて

表示しております。この表示方法を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っており

ます。

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「投資活動によるキャッシュ・フ

ロー」の「投資有価証券の売却による収入」に表示していた8百万円は、「その他」として組み替えており

ます。
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(連結貸借対照表関係)

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

投資有価証券(株式) 7百万円 7百万円

　

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産及び担保付債務は以下のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

建物及び構築物 5百万円 3百万円

土地 72百万円 72百万円

計 77百万円 75百万円

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

流動負債（その他） 7百万円 7百万円

固定負債（その他） 59百万円 52百万円

計 66百万円 59百万円

　

　３　手形割引高及び裏書譲渡高

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

受取手形裏書譲渡高 12百万円 1百万円

　
※４　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、期末残高に含まれ

ております。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

受取手形 244百万円 334百万円

支払手形 123百万円 168百万円

　
(連結損益計算書関係)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

運賃及び荷造費 1,543百万円 1,873百万円

貸倒引当金繰入額 ―百万円 41百万円

給料 3,547百万円 4,040百万円

賞与引当金繰入額 425百万円 611百万円
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※２　固定資産売却益は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

機械装置及び運搬具 6百万円 10百万円

土地 ―百万円 89百万円

            計 6百万円 99百万円

　

※３　貸倒引当金戻入額

前連結会計年度(自　平成23年４月１日  至　平成24年３月31日)

「特別利益」に計上した「貸倒引当金戻入額」(当連結会計年度88百万円)は、前連結会計年度において、

「災害による損失」として貸倒引当金(前連結会計年度113百万円)を計上いたしましたが、これに起因する

貸倒れの発生が今後見込まれなくなったため、取り崩したものであります。

　
※４　固定資産除却損は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

建物及び構築物 ― 14百万円

その他 ― 0百万円

            計 ― 14百万円

　

※５　減損損失

前連結会計年度(自　平成23年４月１日  至　平成24年３月31日)

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類

千葉県木更津市 事業所
建物及び構築物、土地、有形固定資産
（その他）、未経過リース料等

大阪府堺市 事業所
有形固定資産（その他）、無形固定
資産（その他）、未経過リース料等

神奈川県厚木市 賃貸用不動産 建物及び構築物

茨城県水戸市 遊休 土地

神奈川県足柄下郡
湯河原町

遊休 土地

神奈川県足柄上郡
山北町

遊休 有形固定資産（その他）

栃木県宇都宮市 遊休 有形固定資産（その他）

当社グループは、投資上の区分を反映した事業所、賃貸用不動産、及び遊休不動産を独立したキャッ

シュ・フローを生み出す最小の単位とし、本社設備等を共用資産としてグルーピングしております。

当連結会計年度において、営業活動又は賃貸から生ずる損益が継続してマイナスである事業所又は賃

貸用不動産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額したほか、現在遊休状態となっており、今後も使

用が見込まれない有形固定資産について、減損損失を計上いたしました。

減損損失の内訳は、建物及び構築物17百万円、土地24百万円、有形固定資産（その他）15百万円、無形固

定資産（その他）0百万円、未経過リース料等7百万円であります。

なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額または使用価値により測定しており、正味売却

価額は路線価及び固定資産税評価額等の適切に市場価格を反映していると考えられる評価額を基に算出

し、使用価値はマイナスであるため、具体的な割引率の算定は行っておりません。
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当連結会計年度(自　平成24年４月１日  至　平成25年３月31日)

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類

新潟県長岡市 事業所
建物及び構築物、土地、有形固定資産
（その他）、未経過リース料等

兵庫県神戸市 事業所 土地

福岡県福岡市 事業所
建物及び構築物、土地、有形固定資産
（その他）、無形固定資産（その
他）、未経過リース料等

茨城県水戸市 遊休 土地

宮城県仙台市 遊休 土地

当社グループは、投資上の区分を反映した事業所、賃貸用不動産、及び遊休不動産を独立したキャッ

シュ・フローを生み出す最小の単位とし、本社設備等を共用資産としてグルーピングしております。

当連結会計年度において、営業活動又は賃貸から生ずる損益が継続してマイナスである事業所又は賃

貸用不動産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額したほか、現在遊休状態となっており、今後も使

用が見込まれない有形固定資産について、減損損失を計上いたしました。

減損損失の内訳は、建物及び構築物23百万円、土地144百万円、有形固定資産（その他）0百万円、無形固

定資産（その他）0百万円、未経過リース料等0百万円であります。

なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額または使用価値により測定しており、正味売却

価額は路線価及び固定資産税評価額等の適切に市場価格を反映していると考えられる評価額を基に算出

しております。また、使用価値の算定にあたり用いた割引率は加重平均資本コストを基礎としておりま

す。

　
(連結包括利益計算書関係)

※１　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

その他有価証券評価差額金 　 　

　当期発生額 △2百万円 109百万円

　組替調整額 △5百万円 ―百万円

　　税効果調整前 △8百万円 109百万円

　　税効果額 26百万円 △39百万円

　　その他有価証券評価差額金 18百万円 70百万円

繰延ヘッジ損益 　 　

　当期発生額 ―百万円 0百万円

　組替調整額 2百万円 ―百万円

　　税効果調整前 2百万円 0百万円

　　税効果額 ―百万円 0百万円

　　繰延ヘッジ損益 2百万円 1百万円

その他の包括利益合計 20百万円 71百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 11,971,350 ― ― 11,971,350

　
２．自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 56,521 156 ― 56,677
　

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加  156株

　
３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
４．配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 47 4 平成23年３月31日 平成23年６月30日

平成23年10月24日
取締役会

普通株式 35 3 平成23年９月30日 平成23年11月30日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 47 4平成24年３月31日 平成24年６月29日

　
　
当連結会計年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 11,971,350 ― ― 11,971,350

　
２．自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 56,677 161 ― 56,838
　

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加  161株

　
３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
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４．配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 47 4 平成24年３月31日 平成24年６月29日

平成24年11月５日
取締役会

普通株式 35 3 平成24年９月30日 平成24年11月30日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 47 4平成25年３月31日 平成25年６月28日

　
　
(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

現金及び預金 9,505百万円 9,556百万円

預入期間３ヶ月超の定期預金 △14百万円 △150百万円

現金及び現金同等物の期末残高 9,491百万円 9,405百万円

　
※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

株式の取得により新たに㈱グリーンハウザーを連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内

訳並びに㈱グリーンハウザー株式の取得価額と㈱グリーンハウザー取得による収入(純増)との関係は

次のとおりです。
　

流動資産 3,310百万円

固定資産 1,573百万円

のれん 109百万円

流動負債 △4,526百万円

固定負債 △153百万円

㈱グリーンハウザー株式の取得価額 313百万円

㈱グリーンハウザー現金及び現金同等物 △352百万円

差引：㈱グリーンハウザー取得による収入 38百万円

　

　３　重要な非資金取引の内容

　ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

ファイナンス・リース取引に係る
資産及び債務の額

290百万円 128百万円
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(リース取引関係)

１. リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

(借主側)

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

前連結会計年度(平成24年３月31日)

　

　
建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

有形固定資産
その他
(工具、器具
及び備品)

無形固定資産
その他

(ソフトウェア)
合計

取得価額相当額 ―百万円 ―百万円 36百万円 160百万円 197百万円

減価償却累計額相当額 ―百万円 ―百万円 30百万円 143百万円 173百万円

期末残高相当額 ―百万円 ―百万円 6百万円 17百万円 24百万円

　

当連結会計年度(平成25年３月31日)

　

　
建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

有形固定資産
その他
(工具、器具
及び備品)

無形固定資産
その他

(ソフトウェア)
合計

取得価額相当額 ―百万円 ―百万円 18百万円 ―百万円 18百万円

減価償却累計額相当額 ―百万円 ―百万円 13百万円 ―百万円 13百万円

期末残高相当額 ―百万円 ―百万円 5百万円 ―百万円 5百万円

　

(2) 未経過リース料期末残高相当額

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

１年以内 22百万円 2百万円

１年超 3百万円 4百万円

合計 25百万円 6百万円

　

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

支払リース料 114百万円 23百万円

減価償却費相当額 108百万円 22百万円

支払利息相当額 1百万円 0百万円

　

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

　

EDINET提出書類

ジューテックホールディングス株式会社(E23288)

有価証券報告書

44/79



　

(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、主に住宅資材販売事業を行うための事業計画に照らして、必要な資金を銀行借入、

社債発行及び債権流動化により調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために

利用し、投機的な取引は行っておりません。

　
(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、主

に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

また、取引先企業等に対し貸付を行っております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんどが半年以内の支払期日であります。短期借入金及び

債権流動化は、主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金及び社債（原則として5年以内）は主

に設備投資に係る資金調達です。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されておりますが、デリ

バティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしております。

デリバティブ取引は、たな卸資産（商品）の購入に係る外貨建営業債務の一部の為替の変動リスク

に対するヘッジ取引を目的とした先物為替予約取引、借入金（債権流動化を含む）の一部に係る支払

金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に

関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジの方針、ヘッジの有効性評価方法等については、前述の「連結

財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載されている「４　会計処理基準に関する事項 ⑤

重要なヘッジ会計の方法」をご覧下さい。

　
(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社グループは、営業債権及び貸付金について、当社の審査部及び各社の営業部門が与信管理規程

に従いそれぞれの与信枠を設け管理するとともに、取引先の経営状況を定期的にモニタリングするこ

とにより、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

デリバティブ取引の利用にあたっては、経理規程に従い、信用リスクを軽減するために、格付けの高

い金融機関とのみ取引を行っております。

　
② 市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

当社グループは、外貨建営業債務の一部の為替変動リスクに対して、先物為替予約を利用してヘッ

ジしております。また、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利

用しております。

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、取引

先企業との関係を勘案して、保有状況を継続的に見直しております。

デリバティブ取引については、経理規程に基づき執行・管理しております。先物為替予約は、見込ま

れる輸入取引金額の総額を限度とし、金利スワップは、限度額の範囲内で経営会議及び取締役会の承

認を得て行っております。また、当該取引に変更が生じたときは、四半期ごとに経営会議、取締役会に

報告しております。

　
③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社グループは、各社が、適時に資金計画を作成・更新する等により、手許流動性を維持し、流動性

リスクを管理しております。

　

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

 また、「デリバティブ取引関係」注記におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、そ

の金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注２）参照）。

　
前連結会計年度（平成24年３月31日）

(単位：百万円)

　
連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 9,505 9,505 ―

(2) 受取手形及び売掛金 29,544　 　

　　　貸倒引当金(※) △528　 　

　 29,016 29,016 ―

(3) 投資有価証券 　 　 　

　　　その他有価証券 1,177 1,177 ―

資産計 39,698 39,698 ―

(1) 支払手形及び買掛金 38,922 38,922 ―

(2) 短期借入金 1,400 1,400 ―

(3) 社債(※) 540 540 0

(4) 長期借入金(※) 3,279 3,271 △8

負債計 44,142 44,133 △8

デリバティブ取引 ― ― ―

(※) 受取手形及び売掛金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

社債及び長期借入金には、１年内償還予定社債及び１年内返済予定長期借入金を含んでおりま

す。デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の負

債となる場合には、（　)で示すものとしております。

　
当連結会計年度（平成25年３月31日）

(単位：百万円)

　
連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 9,556 9,556 ―

(2) 受取手形及び売掛金 34,158　 　

　　　貸倒引当金(※) △563　 　

　 33,595 33,595 ―

(3) 投資有価証券 　 　 　

　　　その他有価証券 1,327 1,327 ―

資産計 44,479 44,479 ―

(1) 支払手形及び買掛金 44,419 44,419 ―

(2) 短期借入金 2,120 2,120 ―

(3) 社債(※) 380 381 1

(4) 長期借入金(※) 3,009 3,010 0

負債計 49,929 49,931 2

デリバティブ取引 1 1 ―

(※) 受取手形及び売掛金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

社債及び長期借入金には、１年内償還予定社債及び１年内返済予定長期借入金を含んでおりま

す。デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の負

債となる場合には、（　)で示すものとしております。

　
(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。
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(2) 受取手形及び売掛金

一般債権については短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。また、貸倒懸念債権については、担保及び保証による回収見込額等により、時価を算

定しております。
　
(3) 投資有価証券

これらの時価については、取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する

注記事項については、「有価証券関係」注記参照。
　

負　債

(1) 支払手形及び買掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。
　
(2) 短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。
　
(3) 社債

社債の時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた

現在価値により算定しております。
　
(4) 長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割

り引いた現在価値により算定しております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の

対象とされており(下記デリバティブ取引参照)、当該金利スワップと一体として処理された元利金の

合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割引いて算定する方法に

よっております。

　
デリバティブ取引

「デリバティブ取引関係」注記参照。
　
(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

（単位：百万円）

区分 平成24年３月31日 平成25年３月31日

その他有価証券(非上場株式) 104 114

子会社株式 5 5

関連会社株式 2 2

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3)投

資有価証券」には含めておりません。
　
(注３) 金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額
　

前連結会計年度（平成24年３月31日）
　 　 　 (単位：百万円)

　 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金及び預金 9,505 ― ― ―

受取手形及び売掛金 29,544 ― ― ―

合計 39,050 ― ― ―

　
当連結会計年度（平成25年３月31日）
　 　 　 (単位：百万円)

　 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金及び預金 9,556 ― ― ―

受取手形及び売掛金 34,158 ― ― ―

合計 43,714 ― ― ―
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(注４) 社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

　
前連結会計年度(平成24年３月31日)

　

　
１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

短期借入金 1,400 ― ― ― ― ―

社債 160 160 140 60 20 ―

長期借入金 1,275 683 338 502 479 ―

合計 2,835 843 478 562 499 ―

　
当連結会計年度(平成25年３月31日)

　

　
１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

短期借入金 2,120 ― ― ― ― ―

社債 160 140 60 20 ― ―

長期借入金 789 447 812 591 370 ―

合計 3,069 587 872 611 370 ―

　
　
(有価証券関係)

　

１．その他有価証券

前連結会計年度(平成24年３月31日)
　

区分
連結決算日における
連結貸借対照表
計上額(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 　 　 　

　　　(1)株式 1,093 624 469

　　　(2)債券 ― ― ―

　　　(3)その他 ― ― ―

小計 1,093 624 469

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの 　 　 　

　　　(1)株式 83 90 △7

　　　(2)債券 ― ― ―

　　　(3)その他 ― ― ―

小計 83 90 △7

合計 1,177 715 461

(注) 非上場株式(連結貸借対照表計上額111百万円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認
められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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当連結会計年度(平成25年３月31日)
　

区分
連結決算日における
連結貸借対照表
計上額(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 　 　 　

　　　(1)株式 1,302 717 585

　　　(2)債券 ― ― ―

　　　(3)その他 ― ― ―

小計 1,302 717 585

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの 　 　 　

　　　(1)株式 25 28 △3

　　　(2)債券 ― ― ―

　　　(3)その他 ― ― ―

小計 25 28 △3

合計 1,327 745 582

(注) 非上場株式(連結貸借対照表計上額121百万円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認
められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　
２．連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)
　

区分 売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

(1)株式 8 5 ―

(2)債券 ― ― ―

(3)その他 ― ― ―

合計 8 5 ―

　
当連結会計年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

　

区分 売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

(1)株式 ― ― ―

(2)債券 ― ― ―

(3)その他 0 0 ―

合計 0 0 ―

　

EDINET提出書類

ジューテックホールディングス株式会社(E23288)

有価証券報告書

49/79



　

(デリバティブ取引関係)
　

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

前連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

該当事項はありません。

　
当連結会計年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

該当事項はありません。

　
２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(1) 通貨関連

前連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

(単位：百万円)
ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額等
契約額のうち
１年超

時価

原則的処理方法

為替予約取引

　買建

　　ユーロ

外貨建予定取引 118 ― 1

合計 118 ― 1

(注)  時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

　
(2) 金利関連

前連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

(単位：百万円)
ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額
契約額のうち
１年超

時価

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引

長期借入金 504 322 ―
  支払固定・
  　受取変動

(注)  時価の算定方法  取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、
その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

　

当連結会計年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

(単位：百万円)
ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額
契約額のうち
１年超

時価

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
長期借入金 322 140 ―

  支払固定・
  　受取変動

(注)  時価の算定方法  取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、
その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 
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(退職給付関係)

　
１　採用している退職給付制度の概要

当社及び一部の連結子会社は、確定拠出年金制度を採用しております。また、調整年金として日本合板厚

生年金基金に加入しております。日本合板厚生年金基金は、総合設立型厚生年金基金であり、自社の拠出に

対応する年金資産の額を合理的に算定できないため当該厚生年金基金への拠出額を退職給付費用として処

理する方法を採用しております。同基金の給与総額割合により算定した年金資産残高は、前連結会計年度末

において2,420百万円、当連結会計年度末において2,665百万円であります。また、前連結会計年度末におい

て、連結子会社のうち７社は退職一時金制度を採用し、そのうち４社は中小企業退職金共済制度に加入して

おり、当連結会計年度末において、連結子会社のうち９社は退職一時金制度を採用し、そのうち５社は中小

企業退職金共済制度に加入しております。

なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次のとおりでありま

す。

(1)　制度全体の積立状況に関する事項

　 平成23年３月31日現在 平成24年３月31日現在

年金資産の額(百万円) 20,161 20,305

年金財政計算上の給付債務の額(百万円) 26,758 27,338

差引額(百万円) △6,597 △7,032

　
(2)  制度全体に占める当社及び一部の連結子会社の掛金拠出割合

　　　12.0％（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

　　　13.1％（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　
２　退職給付債務に関する事項

　

　 平成24年３月31日平成25年３月31日

① 　退職給付債務　(注)１ 143百万円 533百万円

② 　年金資産 60百万円 377百万円

③ 　退職給付引当金　(注)２ 82百万円 155百万円

(注)１ 一部の連結子会社の退職給付債務の算定にあたっては、簡便法を採用しております。

２ 連結貸借対照表においては、固定負債「その他の引当金」として表記しております。

　
３　退職給付費用の内訳

　
自　平成23年４月１日

至　平成24年３月31日

自　平成24年４月１日

至　平成25年３月31日

① 　勤務費用　 30百万円 57百万円

② 　確定拠出型年金制度への掛金支払額 53百万円 52百万円

③ 　厚生年金基金への拠出額 170百万円 179百万円

④ 　退職給付費用(①＋②＋③) 255百万円 290百万円

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

一部の連結子会社の退職給付費用の算定にあたっては、簡便法を採用しておりますので、基礎率等につい

ては記載しておりません。
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成23年４月1日　至　平成24年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成24年４月1日　至　平成25年３月31日)

該当事項はありません。

　
(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

(繰延税金資産) 　 　

貸倒引当金 347百万円 424百万円

賞与引当金 162百万円 233百万円

退職給付費用損金不算入額 29百万円 55百万円

役員退職慰労引当金 94百万円 104百万円

固定資産減損 117百万円 148百万円

たな卸資産評価損 20百万円 2百万円

土地評価損 547百万円 709百万円

税務上の繰越欠損金 124百万円 116百万円

未払事業税 28百万円 58百万円

その他 125百万円 148百万円

  繰延税金資産小計 1,597百万円 2,002百万円

  評価性引当額 △1,017百万円 △1,291百万円

  繰延税金資産合計 580百万円 711百万円

(繰延税金負債) 　 　

固定資産圧縮積立金 137百万円 137百万円

土地評価益 629百万円 636百万円

その他有価証券評価差額金 164百万円 207百万円

その他 1百万円 6百万円

  繰延税金負債合計 932百万円 987百万円

  繰延税金負債の純額 352百万円 275百万円

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

法定実効税率 40.69％ 38.01％

(調整) 　 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.39 3.41

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.43 △0.34

住民税均等割等 3.06 2.62

評価性引当額の増減 △12.51 5.53

税率変更による期末繰延税金資産及び負債の
減額修正

△3.24 ―

その他 △0.01 0.60

税効果会計適用後の法人税等負担率 30.96％ 49.83％
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(企業結合等関係)

当連結会計年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

取得による企業結合

１．企業結合の概要

(1)　被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称　　㈱グリーンハウザー

事業の内容　　　　　住宅関連諸資材総合販売

(2)　企業結合を行った主な理由　

今後の住宅産業を取り巻く環境は、少子化や世帯数の減少などにより新築住宅需要は停滞する一

方で、リフォーム需要の拡大、特に省エネなどに重点を置いた改築等の需要が増加していくものと思

われます。そのような市況の変化に対応するため、当社グループは環境配慮商品などの市場のニーズ

に合った商品の拡販に努めていくほか、市場シェアの拡充を図ることが重要であるとの観点から、仙

台地域を中心に東日本を事業基盤とする㈱グリーンハウザーの全株式を取得し、同地域における営

業力の強化を図り、企業価値の向上を図ってまいります。

(3)　企業結合日

平成24年７月２日

(4)　企業結合の法的形式

株式取得

(5)　結合後企業の名称

変更ありません。

(6)　取得した議決権比率

100％

(7)　取得企業を決定するに至った主な根拠

現金を対価とした株式取得により、当社が㈱グリーンハウザーの全株式を取得し、取得企業となっ

ております。

　

２．連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間

平成24年７月２日から平成25年３月31日まで

　
３．被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価 現金及び預金 293百万円

取得に直接要した費用 アドバイザリー費用等 20百万円

取得原価 　 313百万円

　

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1)　発生したのれんの金額

109百万円

(2)　発生原因

将来期待される超過収益力によるものであります。

(3)　償却方法及び償却期間

５年均等償却
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５. 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 3,310百万円

固定資産 1,573百万円

資産合計 4,884百万円

流動負債 4,526百万円

固定負債 153百万円

負債合計 4,680百万円

　
６．企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算

書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法

売上高 3,621百万円

営業利益 82百万円 

経常利益 83百万円

税金等調整前当期純利益 130百万円

当期純利益 121百万円

１株当たり当期純利益 10.22円

（注）上記影響の概算額には、被取得企業が計上した固定資産売却益（特別利益）47百万円が含まれて

おります。

　
（概算額の算定方法）

企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上高及び損益情報と、取得企業

の連結損益計算書における売上高及び損益情報との差額を、影響の概算額としております。また、企業結

合時に認識されたのれんが連結会計年度の開始の日に発生したものとし、償却額を算定しております。

　なお、影響の概算額については、監査証明を受けておりません。

　
(資産除去債務関係)

前連結会計年度(平成24年３月31日)

　前連結会計年度末については、金額的重要性が低いため記載を省略しております。

　

当連結会計年度(平成25年３月31日)

　当連結会計年度末については、金額的重要性が低いため記載を省略しております。
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(賃貸等不動産関係)

当社の一部の連結子会社は、東京都及びその他の地域において、賃貸オフィスビルや賃貸商業施設、賃

貸住宅(土地含む)を所有しております。

平成24年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は159百万円(営業外収益に計上)であり

ます。また、当該賃貸等不動産に係る減損損失は19百万円(特別損失に計上)であります。

平成25年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は144百万円(営業外収益に計上)であり

ます。また、当該賃貸等不動産に係るその他損益は60百万円（売却益87百万円は特別利益に、売却損１百

万円は営業外費用に、除却損13百万円及び減損損失12百万円は特別損失に計上)であります。

当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は以下のとおりであります。

　 　 (単位：百万円)

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

連結貸借対照表計上額

期首残高 3,688 3,560

期中増減額 △127 △442

期末残高 3,560 3,118

期末時価 7,128 6,480

(注)１  連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２  期中増減額のうち、前連結会計年度の主な増加額は、賃貸商業施設の不動産取得46百万円及び営業用不動

産から賃貸等不動産への振替72百万円であります。また、主な減少額は、賃貸等不動産の営業用不動産への

振替208百万円であります。

当連結会計年度の主な減少額は、賃貸商業施設の不動産売却230百万円及び賃貸等不動産の営業用不動産

への振替186百円であります。

３  主要な物件については、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書等に基づく金額、但し、第三者からの

取得時や直近の評価時点から、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に重要な

変動が生じていない場合には、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっております。また、重要性が

乏しいその他の物件については、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に基づ

いて自社で算定した金額であります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　 １  報告セグメントの概要

（１）報告セグメントの決定方法

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となって

いるものであります。

当社グループは、持株会社制度を採用し、当社がグループ全体の経営戦略策定等を行い、主に商品・

サービス別に設置された各事業会社が、それぞれの事業活動を行っております。

従って、当社グループは、各事業会社を基礎とした商品・サービス別のセグメントから構成されてお

り、「住宅資材販売事業」を報告セグメントとしております。

「住宅資材販売事業」は、主に合板、建材、住宅設備機器等の卸売をしております。

（２）報告セグメントの変更等に関する事項

当連結会計年度より、㈱グリーンハウザーを連結子会社としたことにより、「住宅資材販売事業」の割

合が高くなったため、「物流事業」を「その他」に含めることにいたしました。

　
２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

前連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)の変更前の区分方法により報告されて

いる事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

　
３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

当連結会計年度より全セグメントに占める「住宅資材販売事業」の割合が高くなり、開示情報として

の重要性が乏しいため、変更後の区分方法により作成した前連結会計年度及び当連結会計年度のセグメ

ント情報の記載を省略しております。なお、前連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31

日)の変更前の区分方法により作成したセグメント情報は、次のとおりであります。
　

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

連結財務諸
表計上額
(注)３住宅資材

販売
物流 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 132,717 445 133,1621,583134,746 ― 134,746

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

221 390 612 37 649 △649 ―

計 132,939 836 133,7751,620135,396△649 134,746

セグメント利益 935 23 958 4 962 82 1,044

セグメント資産 53,593 879 54,473 687 55,160 136 55,297

セグメント負債 47,812 228 48,040 501 48,542△216 48,325

その他の項目 　 　 　 　 　 　 　

  減価償却費 208 28 236 4 240 2 243

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

696 27 724 22 746 6 753

(注) １　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建築請負業、マンションリフォーム
業、情報システムの賃貸及び保険代理店業等を含んでおります。

２　調整額は、以下のとおりであります。
 (1) セグメント利益の調整額82百万円には、セグメント間取引消去26百万円、当社と報告セグメント等との内部

取引消去30百万円、報告セグメントに帰属しない全社利益25百万円及びのれんの調整額△1百万円が含まれて
おります。
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 (2) セグメント資産の調整額136百万円には、報告セグメント等に配分していない全社資産412百万円、当社と報

告セグメント等との内部取引消去△5百万円及びセグメント間取引消去△269百万円が含まれております。
 (3) セグメント負債の調整額△216百万円には、報告セグメント等に配分していない全社負債223百万円、当社と

報告セグメント等との内部取引消去△265百万円及びセグメント間取引消去△174百万円が含まれておりま
す。

 (4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、当社の設備投資額6百万円であります。
３　セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益との調整を行っております。

　

【関連情報】

前連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

１　製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　
２　地域ごとの情報

(1)　売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2)　有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　
３　主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載は

ありません。

　
当連結会計年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

当社グループは、全セグメントに占める「住宅資材販売事業」の割合が高く、開示情報としての重要性

が乏しいため記載を省略しております。

　
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

(単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
(注)

全社・消去 合計
住宅資材販売 物流 計

減損損失 65 ― 65 ― ― 65

(注) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建築請負業、マンションリフォーム業、

情報システムの賃貸及び保険代理店業等を含んでおります。

　

当連結会計年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

当社グループは、全セグメントに占める「住宅資材販売事業」の割合が高く、開示情報としての重要性

が乏しいため記載を省略しております。
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

(単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
(注)

全社・消去 合計
住宅資材販売 物流 計

(のれん) 　 　 　 　 　 　

当期償却額 1 ― 1 ― ― 1

当期末残高 ― ― ― ― ― ―

(負ののれん)　 　 　 　 　 　

当期償却額 ― 8 8 ― ― 8

当期末残高 ― 16 16 ― ― 16

(注)　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建築請負業、マンションリフォーム業、

情報システムの賃貸及び保険代理店業等を含んでおります。

　

当連結会計年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

当社グループは、全セグメントに占める「住宅資材販売事業」の割合が高く、開示情報としての重要性

が乏しいため記載を省略しております。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

該当事項はありません。

　
当連結会計年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

当社グループは、全セグメントに占める「住宅資材販売事業」の割合が高く、開示情報としての重要性

が乏しいため記載を省略しております。
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【関連当事者情報】

　

１．関連当事者との取引

（1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。

　

（2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

（ア）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

　前連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)
　

種類
会社等の
名称
又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(%)

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

重要な子会
社の役員及
びその近親
者が議決権
の過半数を
自己の計算
において所
有している
会社

㈱リッケン
(注1、2)

東京都港区 10 不動産業 ―
不動産の
賃貸等

不動産の
賃貸

17

前受収益 1

預り保証金 10

 取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) １　当社の重要な子会社である株式会社ジューテックの取締役栗山勝浩の近親者が、議決権の87％を所有しており

ます。

２　不動産賃貸借の取引条件については、近隣相場を勘案し決定しております。

３　取引金額には消費税等は含まず、科目の期末残高には消費税等を含めております。
　

　当連結会計年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

　重要性の判断基準に照らし、取引金額が開示基準に満たないため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

１株当たり純資産額 579.73円 651.92円

１株当たり当期純利益金額 84.13円 73.15円

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前連結会計年度

(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

当期純利益（百万円） 1,002 871

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,002 871

普通株式の期中平均株式数（千株） 11,914 11,914

　

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 6,972 7,774

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円) 　 　

　少数株主持分 64 6

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 6,907 7,767

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通
株式数(千株)

11,914 11,914

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

　

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

(株)ジューテック 第８回無担保社債
平成21年
９月４日

100
60
(40)

0.92無担保
平成26年
８月31日

(株)ジューテック 第９回無担保社債
平成22年
３月31日

60
40
(20)

0.77無担保
平成27年
３月31日

(株)ジューテック 第10回無担保社債
平成22年
４月30日

60
40
(20)

0.77無担保
平成27年
３月31日

(株)ジューテック 第11回無担保社債
平成22年
９月30日

70
50
(20)

0.65無担保
平成27年
９月30日

(株)ジューテック 第12回無担保社債
平成22年
９月30日

70
50
(20)

0.63無担保
平成27年
９月30日

(株)ジューテック 第13回無担保社債
平成23年
９月30日

180
140
(40)

0.60無担保
平成28年
９月30日

合計 ― ― 540
380
(160)

― ― ―

(注) １　「当期末残高」欄の(内書)は、１年内償還予定の金額であります。

２　連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額は下記のとおりであります。
　

１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

160 140 60 20 ―

　

【借入金等明細表】

　

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,400 2,120 0.51 ―

１年以内返済予定の長期借入金 1,275 789 1.57 ―

１年以内返済予定のリース債務 95 118 2.18 ―

長期借入金(１年以内返済予定の
ものを除く)

2,004 2,220 1.42
平成26年４月～
平成30年３月

リース債務(１年以内返済予定の
ものを除く)

241 259 2.04
平成26年４月～
平成30年３月

その他有利子負債
預り保証金

83 84 0.18 ―

合計 5,100 5,572 ― ―

(注) １　「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごとの返

済予定額は以下のとおりであります。
　

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 447 812 591 370

リース債務 96 88 58 16
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【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が当連結会計年度期首及び当

連結会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しておりま

す。

　

(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 33,355 72,136 114,326 152,388

税金等調整前四半期(当期)純利益金額
(百万円)

155 863 1,516 1,744

四半期(当期)純利益金額又は
四半期純損失金額(△) (百万円)

△22 391 755 871

１株当たり四半期(当期)純利益金額又は
１株当たり四半期純損失金額(△) (円)

△1.86 32.86 63.39 73.15

　

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額又は
１株当たり四半期純損失金額(△) (円)

△1.86 34.71 30.54 9.76
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 296 155

営業未収入金 ※1
 235

※1
 211

前払費用 13 13

繰延税金資産 37 48

未収還付法人税等 30 40

立替金 30 ※1
 95

その他 13 0

流動資産合計 656 565

固定資産

無形固定資産

ソフトウエア 16 12

リース資産 － 2

無形固定資産合計 16 15

投資その他の資産

関係会社株式 4,338 4,652

その他 0 0

投資その他の資産合計 4,339 4,653

固定資産合計 4,355 4,668

資産合計 5,011 5,234

負債の部

流動負債

未払金 40 34

未払費用 31 41

未払消費税等 17 15

預り金 10 12

賞与引当金 69 102

役員賞与引当金 26 41

リース債務 － 0

流動負債合計 196 248

固定負債

役員退職慰労引当金 33 44

長期未払金 － 10

リース債務 － 2

固定負債合計 33 56

負債合計 229 304
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 850 850

資本剰余金

資本準備金 294 294

その他資本剰余金 2,926 2,926

資本剰余金合計 3,220 3,220

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 724 871

利益剰余金合計 724 871

自己株式 △12 △12

株主資本合計 4,782 4,929

純資産合計 4,782 4,929

負債純資産合計 5,011 5,234
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

売上高

事業会社運営収入 ※1
 1,278

※1
 1,394

関係会社受取配当金 ※1
 362

※1
 300

営業収益合計 1,640 1,694

営業費用 ※2
 1,252

※2
 1,453

営業利益 388 241

営業外収益

受取利息 0 0

受取手数料 1 1

還付加算金 1 －

雑収入 1 0

営業外収益合計 4 2

営業外費用

支払利息 ※1
 0

※1
 0

雑損失 0 0

営業外費用合計 0 0

経常利益 392 243

税引前当期純利益 392 243

法人税、住民税及び事業税 42 24

法人税等調整額 △3 △11

法人税等合計 39 13

当期純利益 353 230

EDINET提出書類

ジューテックホールディングス株式会社(E23288)

有価証券報告書

65/79



③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 850 850

当期末残高 850 850

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 294 294

当期末残高 294 294

その他資本剰余金

当期首残高 2,926 2,926

当期末残高 2,926 2,926

資本剰余金合計

当期首残高 3,220 3,220

当期末残高 3,220 3,220

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 454 724

当期変動額

剰余金の配当 △83 △83

当期純利益 353 230

当期変動額合計 270 147

当期末残高 724 871

利益剰余金合計

当期首残高 454 724

当期変動額

剰余金の配当 △83 △83

当期純利益 353 230

当期変動額合計 270 147

当期末残高 724 871

自己株式

当期首残高 △12 △12

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △12 △12
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

株主資本合計

当期首残高 4,512 4,782

当期変動額

剰余金の配当 △83 △83

当期純利益 353 230

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 270 147

当期末残高 4,782 4,929

純資産合計

当期首残高 4,512 4,782

当期変動額

剰余金の配当 △83 △83

当期純利益 353 230

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 270 147

当期末残高 4,782 4,929
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

　
(重要な会計方針)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式

移動平均法による原価法

　
２　固定資産の減価償却の方法

無形固定資産

定額法

但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用して

おります。

 

３　引当金の計上基準

(1) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支払見込額に基づき引当金を計上しております。

(2) 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき引当金を計上しております。

(3) 役員退職慰労引当金

役員及び執行役員の退任による退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上して

おります。

　
４　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の処理方法

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

　
(貸借対照表関係)

※１　関係会社に対する資産及び負債

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているものは、次のとおりであります。

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

営業未収入金 235百万円 211百万円

立替金 ―百万円 95百万円

　

(損益計算書関係)

※１　関係会社との取引に係るものは次のとおりであります。

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

事業会社運営収入 1,278百万円 1,394百万円

関係会社受取配当金 362百万円 300百万円

支払利息 0百万円 0百万円
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※２  営業費用のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

役員報酬 126百万円 134百万円

給料 468百万円 517百万円

賞与 65百万円 75百万円

賞与引当金繰入額 69百万円 102百万円

役員賞与引当金繰入額 26百万円 41百万円

役員退職慰労引当金繰入額 14百万円 21百万円

法定福利費 96百万円 115百万円

賃借料 94百万円 99百万円

減価償却費 2百万円 4百万円

　

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 56,521 156 ― 56,677
　

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　　156株

　

当事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 56,677 161 ― 56,838
　

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　  161株

　

(リース取引関係)

　ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①  リース資産の内容

・無形固定資産  主として、本社における連結会計システムであります。

②  リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　
(有価証券関係)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

(注)時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額
(単位：百万円)

区分
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

子会社株式 4,338 4,652

(注)  上記については、市場価格がありません。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるもの

であります。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

(繰延税金資産) 　 　

賞与引当金 26百万円 38百万円

役員退職慰労引当金 11百万円 19百万円

子会社株式評価損 19百万円 19百万円

その他 10百万円 9百万円

  繰延税金資産小計 68百万円 87百万円

  評価性引当金 △31百万円 △39百万円

  繰延税金資産合計 37百万円 48百万円

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

法定実効税率 40.69％ 38.01％

(調整) 　 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.40 8.55

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △37.59 △46.88

住民税均等割等 1.48 2.26

評価性引当額の増減 1.32 3.33

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 0.66 ―

その他 0.02 0.15

税効果会計適用後の法人税等負担率 9.99％ 5.42％

　

(企業結合等関係)

連結財務諸表の注記事項(企業結合等関係)における記載内容と同一であるため、記載を省略しており

ます。
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(１株当たり情報)

１株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに１株当たり当期純利益金額及び算定上の基礎は、以下の

とおりであります。

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

１株当たり純資産額 401.40円 413.76円

１株当たり当期純利益金額 29.68円 19.36円

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

　当期純利益(百万円) 353 230

　普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

　普通株式に係る当期純利益(百万円) 353 230

　普通株式の期中平均株式数(株) 11,914 11,914

　
３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 4,782 4,929

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) ― ―

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 4,782 4,929

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(千株)

11,914 11,914

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

該当事項はありません。

　

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末残高
(百万円)

無形固定資産 　 　 　 　

ソフトウェア 19 6 3 12

リース資産 3 0 0 2

無形固定資産計 23 7 4 15

(注)  無形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため「当期首残高」「当期増加額」及び「当期減少額」の記

載を省略しております。

　

【引当金明細表】

　

区分
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

賞与引当金 69 102 69 ― 102

役員賞与引当金 26 41 26 ― 41

役員退職慰労引当金 33 21 10 ― 44
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

　
①　現金及び預金

　

区分 金額(百万円)

現金 ―

預金 　

当座預金 155

普通預金 0

別段預金 0

小計 155

合計 155

　

②　営業未収入金
　

相手先 金額(百万円)

株式会社ジューテック 188

その他 23

計 211

　
営業未収入金の発生及び回収並びに滞留状況

　

当期首残高
(百万円)
 
(Ａ)

当期発生高
(百万円)
 
(Ｂ)

当期回収高
(百万円)
 
(Ｃ)

当期末残高
(百万円)
 
(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

　 　

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２

(Ｂ)

365

235 1,459 1,483 211 87.5 55.8

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

　
③　関係会社株式

　

相手先 金額(百万円)

株式会社ジューテック 4,070

その他 582

計 4,652

　

(3) 【その他】

 該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号  三井住友信託銀行株式会社  証券代行部

　　株主名簿管理人
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号  三井住友信託銀行株式会社

　　取次所 該当事項はありません。

　　買取手数料 ―

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 ―

 (注) 当社定款の定めにより、単元未満株式を有する株主は単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使

することができないとしております。

   (1) 法令により定款をもってしても制限することができない権利

 (2) 株主割当てによる募集株式及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

　
当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　
　

２ 【その他の参考情報】

　
当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第３期(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)　平成24年６月28日関東財務局長に

提出。

　

(2) 有価証券報告書の訂正報告書

事業年度　第３期(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)　平成24年７月２日関東財務局長に

提出。

　

(3) 内部統制報告書及びその添付書類

平成24年６月28日関東財務局長に提出。

　

(4) 四半期報告書及び確認書

第４期第１四半期(自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日)　平成24年８月９日関東財務局長に

提出。

第４期第２四半期(自　平成24年７月１日　至　平成24年９月30日)　平成24年11月13日関東財務局長に

提出。

第４期第３四半期(自　平成24年10月１日　至　平成24年12月31日)　平成25年２月13日関東財務局長に

提出。

　
(5) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)

の規定に基づく臨時報告書

平成24年６月28日関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号(特定子会社の異動)の規定に基づく臨時報

告書

平成24年７月２日関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号(主要株主の異動)の規定に基づく臨時報告

書

平成25年５月21日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成25年６月27日

ジューテックホールディングス株式会社

取締役会　御中

　
有限責任 あずさ監査法人

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　井　上　　　東　　　　　　印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　杉　山　正　樹　　　　　　印

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているジューテックホールディングス株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連

結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本

等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の

注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　
連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証

を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査

手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ

いて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな

いが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸

表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその

適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討するこ

とが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、ジューテックホールディングス株式会社及び連結子会社の平成25年３月31日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ジューテックホー

ルディングス株式会社の平成25年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　
内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる

財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可

能性がある。

　
監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る

内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法

人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を

入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性

に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の

評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を

検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

　当監査法人は、ジューテックホールディングス株式会社が平成25年３月31日現在の財務報告に係る内部統制

は有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

　
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

※１. 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２. 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成25年６月27日

ジューテックホールディングス株式会社

取締役会　御中

　
有限責任 あずさ監査法人

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　井　上　　　東　　　　　印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　杉　山　正　樹　　　　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に
掲げられているジューテックホールディングス株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第
４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他
の注記及び附属明細表について監査を行った。
　
財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成
し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明
することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続
は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当
監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と
適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並
びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　
監査意見
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、ジューテックホールディングス株式会社の平成25年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する
事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

※１. 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２. 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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